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令和５年度 再評価対象地区に係る事業制度・費用対効果の分析について 
 

課名     砂防課          

 

  ○ 

  事 

  業 

  制 

  度 

  に 

  つ 

  い 

  て 

 事 業 名  通常砂防事業 

 事 業 目 的 土石流等の土砂災害から下流の人家、耕地、公共施設等を守ること。 

 採 択 基 準 

 砂防法第２条の規定による砂防指定地内において、１件あたり事業費が１億円

以上のもので、原則として、当該砂防工事によって被害が軽減される地域内におい

て、土砂災害危険箇所の公表等の警戒避難体制にかかわる措置がされているものの

うち次の要件に該当するもの。 

・今後の豪雨等により多量の土砂が流下するおそれのある渓流で、次のいずれかに

該当する効果のあるもの 

(ｱ) 公共施設（官庁、学校、病院、鉄道、道路、橋梁等のうち相当規模以上の

もの）及び市町村地域防災計画に位置付けられている避難場所及び重要鉱

工業施設の保護 

(ｲ) 市街地、集落（人家50戸以上の保護） 

(ｳ) 耕地（耕地面積30ha以上）の保護 

(ｴ) 港湾又は河口の埋没（年間埋没10,000m3以上）の防止 

 概      要 

 (メニュー) 
砂防えん堤、床固工、帯工、渓流保全工等 
 

○ 

費 

用 

対 

効 

果 

の 

分 

析 

に 

つ 

い 

て 

 

＊ 

費 

用 

便 

益 

B/C 

＊ 

 

 効 

 果 

 の 

 項 

 目 

う 

ち 

貨 

幣 

換 

算 

す 

る 

項 

目 

》  
Ｂ 

《  

 ○人的被害軽減効果 
 ・人身被害抑止効果（逸失利益） 
 ・人命損傷に伴うもの（精神的損害額） 
○人家被災軽減効果 
・一般資産被害抑止効果（家屋、家屋用品、農漁家償却資産等） 
・応急対策費用抑止効果（家計） 
○公共土木施設被害軽減効果 
・公共土木施設等被害 
・応急対策費用抑止効果（国・地方公共団体） 
○その他被害軽減効果 
・一般資産被害抑止効果（事業所償却資産、事業所在庫資産、農作物） 
・営業停止被害抑止効果（事業所、公共・公益サービス等） 
・応急対策費用抑止効果（事業所） 
 

そ項 

 の目 

 他 

 

 

 

費算 

用定 

》  
Ｃ 

《  
の 

・事業費と維持管理費の総費用 

・事業費とは工事費、測量試験費、用地費、補償費等 

・維持管理費は施設の修繕等の費用 

・評価対象期間は事業完了後＋５０年とする 

・現在価値化に用いる割引率は４％（Ｂ及びＣ共通） 

費の 

用基 

便準 

益 

比 

費用便益比が１．０以上 
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令和５年度 再評価実施箇所（附図） 

                                                                       担当課〔砂防課〕 

 番   号 7 
事 業 名 

(路線･河川名等)      
通常砂防事業（志津北谷） 

事業実施  

箇    所 
海津市南濃町志津 事 業 主 体 岐阜県 

採択年度 平成３１年度 完了予定年度 令和１２年度 

再評価の実施基準 事業着手年度から、５年間を経過した時点で未着工の事業 

事業目的  

志津北谷は、岐阜県海津市に位置し、土砂災害警戒区域内に人家272戸、避難所であるプ

ラザしもたど等を含む土石流危険渓流である。本渓流では、斜面崩壊が発生し、渓岸浸食

も著しいことから、渓床内に不安定な土砂及び流木が堆積している。平成２５年台風１８

号により志津北谷から下流の農地に土砂が流出した実績もあり、次期豪雨により下流保全

対象に被害の恐れがある。こうした事から、砂防えん堤等を施工し、土砂災害の防止を図

る。 

事業概要  

 砂防えん堤工（透過型）Ｎ＝２基、流木止 Ｎ＝１基 

概 要 図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

砂防えん堤（透過型） 

H=14.5m L=65.3m 

砂防えん堤（透過型） 

H=12.0m L=50.8m 
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令和５年度 再評価実施箇所（附図） 

                                                                       担当課〔砂防課〕 

 番   号 8 
事 業 名 

(路線･河川名等)      
通常砂防事業（コブトチ谷） 

事業実施  

箇    所 
岐阜県下呂市小坂町大垣内 事 業 主 体 岐阜県 

採択年度 平成３１年度 完了予定年度 令和１０年度 

再評価の実施基準 事業着手年度から一定期間が経過した時点で継続中の事業 

事業目的  

 岐阜県下呂市小坂町に位置し、保全対象には、防災拠点、駐在所、公民館、JR高山本線

、人家３４戸や緊急輸送道路を含む土石流危険渓流である。 

 上流域では荒廃が進んでおり、次期出水時に土砂が流出する危険性が高い。砂防堰堤の

整備により、保全対象の保全を図る。 

 

事業概要  

えん堤工 １基 

概 要 図  

  

 

 

 

国道４１号
（第1次緊急輸送路）

国道４１号 

（第一次緊急輸送道路） 

砂防えん堤（透過型） 

H=10.5m L=48.0m 

JR 高山本線 
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県土整備部 砂防課

令和５年度
公共事業再評価について
（通常砂防事業）

通常砂防事業の政策と位置付け
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通常砂防事業の政策と位置付け
令和5年度 砂防課 基本方針
ぎふの未来を支え、災害に屈しない強靱な県土づくり

生活を支えるインフラの整備

強靱な県土づくり

砂防関係施設の計画的・効率的・戦略的な維持管理

LCCを考慮した

砂防分野におけるＤＸの推進

ドローンを活用した施設の点検、被災状況把握

点群データの活用による応急対策や復旧工法の検討

清流を次代へつなぐ川づくりの推進

環境に配慮した砂防関係施設整備・災害復旧の推進

魚道カルテを活用した維持管理

土砂災害に備える避難対策や防災対策の推進

災害復旧の迅速化を図る「岐阜モデル」の推進
・査定前着工の推進
・災害復旧迅速化検討会での検討
・災害復旧支援隊（DRS）の活用
・改良要素の追加による再度災害防止

災害復旧に係る技術の伝承と人材育成

災害時応急対策用資機材備蓄拠点の追加整備

適正な土地利用の推進

八山系砂防総合整備計画に基づく砂防関係施設の計画的・重点的整備
・「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」の活用

避難判断のための情報提供
・ぎふ

避難体制の整備支援
・市町村の防災訓練やハザードマップ作成への支援
・要配慮者利用施設の避難確保計画策定への支援

避難意識の醸成
・小中学校の総合学習の活用、さぼう遊学館の活用、親子砂防バス
見学会の開催による啓発、国県市町村が連携した防災訓練の実施

早期復旧を可能とする対策の推進

砂防指定地等の適正な管理
・タブレットを活用した監視とデータ活用

防災・減災を踏まえた土地利用への誘導

砂防堰堤等に堆積した土砂の計画的・重点的な撤去
・ 緊急浚渫推進事業の活用

土砂災害から命と暮らしを守る「流域治水」の推進01

02

03

04

01

02

03

-6-



再評価

県土整備部 砂防課

通常砂防事業
しづきただに

志津北谷

位 置 図 ①

位置 ： 海津市 南濃町 志津

志津北谷

位置図

海津市

養老町

安八町

輪之内町

羽島市

三重県

志津北谷通常砂防事業

愛知県

-7-



位 置 図 ②

位置 ： 海津市 南濃町 志津

志津北谷通常砂防事業 施工箇所

志津北谷

位置図

土砂災害警戒区域

事 業 概 要

事業箇所 ： 海津市南濃町志津地内
事業期間 ： H31～R12

全体事業費 ： 約11.2憶円
流域面積 ： 1.90km2

計画流出量 ： 51,512m3 

施設効果量 ： 35,910m3 → 51,512m3（+15,602m3）
整備率 ： 69.7％ → 100.0％（+30.3％）

事業内容 ： 砂防えん堤工2基、流木止工1基

砂防えん堤工（支川）

砂防えん堤工（本川）

流木止工

流域概要図 砂防えん堤工（本川）正面図

流木止工正面図

砂防えん堤工（支川）正面図
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事 業 の 目 的

■ 避難所、要配慮者利用施設、養老鉄道、人家２７２戸や緊急輸送道路と多くの
施設、人家の保全を目的としている。

流域図

みかげの森「プラザしもたど」
【避難所】

主要地方道南濃関ケ原線
【第2次緊急輸送道路】

砂防えん堤工（本川）

砂防えん堤工（支川）

津屋川

特別養護老人ホーム 長寿の里・南濃
【要配慮者利用施設（24h滞在型）】

養老鉄道

保全対象
・避難所（みかげの森「プラザしもたど」）
・要配慮者利用施設

（特別養護老人ホーム長寿の里・南濃）
・養老鉄道
・人家272戸
・第２次緊急輸送道路

（主要地方道南濃関ケ原線）

特別養護老人ホーム 長寿の里・南濃
【要配慮者利用施設（24h滞在型）】

保全対象

保全対象

みかげの森「ぷらざしもたど」
【避難所】

流木止工

費用対効果分析

・人的被害軽減効果 効果全体の６６％

・人家被害軽減効果 効果全体の２１％

・公共土木施設被害軽減効果 効果全体の ７％

・その他被害軽減効果（耕地、事業所等） 効果全体の ６％

投資的効果率

効果額（Ｂ）

事業費（Ｃ）
５.３ ≧ １.０＝

※土石流対策事業の費用便益分析マニュアル（案） （令和３年１月 国土交通省）に基づき算出

事業の効果
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事業を巡る社会経済情勢等の変化（１）

・全国的に土砂災害の発生は増加傾向にある。

事業を巡る社会経済情勢等の変化（２）
西濃地方 土砂災害発生事例

令和４年８月５日発生

発生場所 揖斐郡揖斐川町春日三束

最大時間雨量 52mm  (8月4日12:00～13:00)

最大24時間雨量 227mm  (8月4日10:00 ～ 5日10:00)

平成３０年７月８日発生

発生場所 大垣市上石津町奥

最大時間雨量 25mm  (7月5日2:00～3:00)

最大24時間雨量 147mm  (7月5日0:00 ～ 5日24:00)

平成２４年９月１８日発生

発生場所 大垣市上石津町時山

最大時間雨量 70mm  (9月18日13:00～14:00)

最大24時間雨量 435mm  (9月17日20:00 ～ 18日20:00)

主な被害：人家６戸 滝根谷

・西濃地方において、近年複数箇所
で土砂災害が発生している。
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事業の進捗状況

全体進捗率 ９．２％
※令和５年度末事業費ベース

用地補償 ：支川部完了
砂防えん堤工 ：未着工
流木止工 ：未着工

流木止工

砂防えん堤工（支川）

砂防えん堤工（本川）

砂防えん堤工（支川）
管理用道路

砂防えん堤工（本川）
管理用道路

凡例

未着工範囲

志津北谷 事業箇所平面図

コスト縮減の取り組み

・流木止工の鋼製スリット部を設計時に選定されたものから

変更することでコストの縮減に取り組む。

当初
A型スリット
約18百万円

変更
SSS型スリット
約15百万円

コスト縮減効果
3百万円

変
更
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・透過型砂防えん堤の採用により、渓流の分断することなく連

続性を維持することで自然環境への影響を少なくしている。

環境への配慮

透過型砂防えん堤

洪水時には土石流などを捕捉しつつ、
平常時には下流に土砂を供給でき、渓
流の連続性を確保できる。

本事業で採用

下流の河床低下、渓流の遮
断による水棲生物への影響
がある。

不透過型砂防えん堤

写真出典：岐阜県の魚類

志津北谷合流先の津屋川には、絶滅危惧1A類に指定され

ているハリヨが生息していることから、工事施工にあたって
は、濁水が流出しないよう配慮する。

対応方針（案）

○ 近年、全国的に頻発する大規模な土砂災害から、要配慮者利用
施設、避難所、多数の人家や緊急輸送道路を守る必要がある。

○ 過去の災害経験や近年の全国的な土砂災害により、住民の防災

意識が向上しており、事業の継続・早期完成を強く要望されている。

事業の継続
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参考資料１

前回 今回

(基準年：-） (基準年：R5）

- H31～R12

- 9.8

- 0.5

0.0 10.2

- 35.5

- 11.2

- 3.7

- 3.5

0.0 53.8

- 5.3費用対効果分析結果（Ｂ／Ｃ）

※金額は、社会的割引率（４％）を用いて現在の価値に換算したもの。

■費用対効果分析結果の要因変化

■費用対効果分析の分析方法

・土石流対策事業の費用便益分析マニュアル（案）（令和３年１月　国土交通省）

・今回、事業再評価を初めて実施。

効果
(億円)

人的被害軽減効果

人家被災軽減効果

公共土木施設被害軽減効果

その他被害軽減効果

合計（Ｂ）

区分 備考

費用
(億円)

事業費

維持管理費

合計（Ｃ）

事業期間

令和５年度

岐阜県事業評価監視委員会

費用対効果分析資料

■事業内容

砂防えん堤工２基　流木止工１基

■費用対効果分析結果

【砂防事業】　通常砂防事業　志津北谷　海津市南濃町

■事業名
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再評価

県土整備部 砂防課

通常砂防事業

コブトチ谷

位 置 図

位置 ： 下呂市 小坂町 大垣内

コブトチ谷通常砂防事業

長野県

下呂市
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位 置 図

位置 ： 下呂市 小坂町 大垣内

コブトチ谷通常砂防事業

事 業 概 要

事業箇所 ： 下呂市小坂町大垣内地内
事業期間 ： Ｈ31～R10

全体事業費 ： 約６．６憶円
流域面積 ： 0.16ｋｍ2

計画流出量 ： 4,760m3 

施設効果量 ： 4,760m3 

整備率 ： 0％ → 100％（目標）
事業内容 ： 砂防えん堤工 １基

砂防えん堤

砂防えん堤正面図
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事 業 の 目 的

■ 保全対象が、防災拠点、駐在所、公民館、JR高山本線、人家３４戸や緊急輸送
道路と多い。

①全景

②防災拠点(消防署)

③保全人家の状況

②

③

①

国道４１号
（第1次緊急輸送路）

保全対象
・防災拠点

（下呂市消防本部北消防署小坂分署）
・駐在所（下呂警察署小坂警察官駐在所）
・公民館（大垣内公民館）
・JR高山本線
・人家３４戸
・第１次緊急輸送道路（国道４１号）

JR高山本線

砂防えん堤工

費用対効果分析

・人的被害軽減効果 効果全体の５４％

・人家被害軽減効果 効果全体の２０％

・公共土木施設被害軽減効果 効果全体の２５％

・その他被害軽減効果（耕地、事業所等） 効果全体の ０％

投資的効果率

効果額（Ｂ）

事業費（Ｃ）
５.７ ≧ １.０＝

※土石流対策事業の費用便益分析マニュアル（案） （令和３年１月 国土交通省）に基づき算出

事業の効果
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事業を巡る社会経済情勢等の変化（１）

・全国的に土砂災害の発生は増加傾向にある。

令和２年７月８日発生

発生場所 下呂市萩原町

最大時間雨量 60mm  (7月8日2:00～3:00)

最大24時間雨量 375mm  (7月7日9:00～ 8日9:00)

主な被害：人家1戸

令和２年７月８日発生

発生場所 下呂市小坂町

最大時間雨量 60mm  (7月8日2:00～3:00)

最大24時間雨量 375mm  (7月7日9:00～ 8日9:00)

主な被害：人家１戸

他の主な被害：国道４１号（７月８日～８月１７日全面通行止め）

事業を巡る社会経済情勢等の変化（２）
下呂市内 土砂災害発生事例

高天ヶ原谷

大ヶ洞

平成３０年６月２９日発生

発生場所 下呂市萩原町

最大時間雨量 53mm  (6月29日18:00～19:00)

最大24時間雨量 236mm  (6月29日 6:00～ 30日6:00)

主な被害：人家５戸、JR高山線（６月２９日～７月１２日不通） 金子谷

・下呂市内において、近年複数箇所で
土砂災害が発生している。
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事業の進捗状況

全体進捗率 ３８％
※令和５年度末事業費ベース

用地補償 ：完了
管理用道路工：７２％
本堤工 ：未着工

凡例

施工済範囲

コスト縮減の取り組み

補強土壁工法を用いて現地発生土を流用することでコスト縮
減に努めている。

◆コスト縮減の方策
・ 現地発生土の有効活用

【縮減額】 約７百万円

処理場
3,600m3×1,830円/m3

（残土量）×（処理費）

＝6,588千円

一般的な残土処理

今回の残土活用
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環境への配慮

植生可能な補強土壁工法を用いて緑化を推進することで、周
辺環境への調和を図っている。

今回採用した補強土壁工法
 植生は在来種を使用

他の工法例②

他の工法例①

調査の結果、事業箇所周辺に希少生物は生息していなかった。

対応方針（案）

○ 近年、全国的に頻発する大規模な土砂災害から、保
全対象を守る必要がある。

○ 過去の災害経験や近年の全国的な土砂災害により、

住民の防災意識が向上しており、事業の継続・早期

完成を強く要望されている。

事業の継続
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参考資料１

前回 今回

(基準年：-） (基準年：R5）

- H31～R10

- 6.3

- 0.4

0.0 6.7

- 20.7

- 7.7

- 9.7

- 0.1

0.0 38.2

- 5.7

令和５年度

岐阜県事業評価監視委員会

費用対効果分析資料

■事業内容

えん堤工１基

■費用対効果分析結果

【砂防事業】　通常砂防事業　コブトチ谷　下呂市小坂町

■事業名

区分 備考

費用
(億円)

事業費

維持管理費

合計（Ｃ）

事業期間

効果
(億円)

人的被害軽減効果

人家被災軽減効果

公共土木施設被害軽減効果

その他被害軽減効果

合計（Ｂ）

費用対効果分析結果（Ｂ／Ｃ）

※金額は、社会的割引率（４％）を用いて現在の価値に換算したもの。

■費用対効果分析結果の要因変化

■費用対効果分析の分析方法

・土石流対策事業の費用便益分析マニュアル（案）（令和３年１月　国土交通省）

・今回、事業再評価を初めて実施。
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